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1.  平成21年12月期第2四半期の業績（平成21年1月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期第2四半期 10,410 ― △1,514 ― △1,643 ― △973 ―

20年12月期第2四半期 24,119 31.8 1,221 △29.8 1,053 △32.3 △812 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年12月期第2四半期 △43.50 ―

20年12月期第2四半期 △36.28 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期第2四半期 27,339 7,742 28.3 345.77
20年12月期 29,566 8,801 29.8 393.08

（参考） 自己資本   21年12月期第2四半期  7,742百万円 20年12月期  8,801百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年12月期 ― 3.00 ― 6.00 9.00

21年12月期 ― 0.00

21年12月期 
（予想）

― 5.00 5.00

3.  平成21年12月期の業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,900 △44.1 370 △76.7 200 △86.0 100 ― 4.47
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4.  その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
[(注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。] 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

[（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。] 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第2四半期 22,400,000株 20年12月期  22,400,000株

② 期末自己株式数 21年12月期第2四半期  9,034株 20年12月期  9,034株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年12月期第2四半期 22,390,966株 20年12月期第2四半期 22,391,280株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の実績等は様々な要因
により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は３ページ【定性的情報・財務諸表等】３．業績予想に関する定性的情報をご覧くださ
い。 
当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）に従い四半期財務諸
表を作成しております。 
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当第2四半期累計期間(平成21年１月1日～6月30日)のわが国経済は、前事業年度からの世界同時不況を
背景に年初から輸出の急減、株式市場の低迷、企業業績・雇用情勢の悪化等厳しい状況が続く中、当第2
四半期に入り徐々に底離れの兆しが見え始めたものの依然として先行き不透明な状況で推移しました。当
社の収益に大きな影響を及ぼす原油相場は年初の30ドル／バレル台を底に再び上昇に転じ、6月に70ドル
／バレル台をつけた後はやや落ち着き60ドル／バレル台後半で小幅な動きで推移しました。また、外国為
替相場は前事業年度末から進行した円高が89円／ドルをつけた後円安基調に転じ、その後は95円／ドルを
挟んで小幅な動きで推移しました。  
 このような状況の中で、年初から総合的な収益・収支改善策を実施し、需要減退に伴う生産調整をはじ
め労務費の抑制を含めた固定費の徹底的な削減に鋭意取り組んできました。しかしながら、ワックスおよ
び重油市場の予想を上回る需要減退による売上高減少に加え、前事業年度後半からの原料油価格急落に伴
う高値在庫や当事業年度から適用の「棚卸資産の評価に関する会計基準」に伴う棚卸資産評価損（270百
万円）等が影響し、前年同期に比較して大幅な減収減益を余儀なくされました。  
 その結果、主製品のワックス販売では国内向販売の低迷と輸出販売で主力の米国市場の急減が大きく影
響し、前年同期に比較して販売数量では13,119トン減の31,628トン、販売高では原料油価格下落に伴う製
品値下げの影響も重なり、2,475百万円減の6,074百万円の実績となりました。また、重油販売では前年同
期と比較して販売数量では94,808キロリットル減の123,014キロリットル、販売高では11,234百万円減の
4,314百万円の実績となりました。  
 これにより、当第2四半期累計期間の実績は、売上高ではその他商品を含めて10,410百万円、損益面で
は営業損失で1,514百万円、経常損失で1,643百万円となり、四半期純損失では973百万円となりました。 
  

  

（財政状態の状況） 
 当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ2,226百万円減少し27,339百万円と
なりました。これは主としてたな卸資産の減少3,350百万円、売掛金の減少1,328百万円、現金及び預金の
増加1,007百万円、繰延税金資産の増加689百万円、有形固定資産の増加564百万円等によるものでありま
す。 
 負債合計は、前事業年度末に比べ1,167百万円減少し19,597百万円となりました。これは主として短期
借入金の減少1,021百万円、長期借入金の減少757百万円、設備支払手形の増加619百万円等によるもので
あります。 
 純資産合計は、前事業年度末に比べ1,059百万円減少し7,742百万円となりました。これは主として利益
剰余金の減少1,108百万円等によるものでります。 
 

（キャッシュ・フローの状況） 
 当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下［資金］という）は、前事業年度末に比較し
て1,007百万円増加し、当第２四半期会計期間末残高は1,423百万円となりました。  
  
① 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 営業活動の結果得られた資金は、3,284百万円となりました。これは主として、税引前四半期純損失
1,647百万円、減価償却費393百万円、売上債権の減少額1,369百万円、たな卸資産の減少額3,350百万円等
によるものであります。  
  
② 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 投資活動の結果使用した資金は、284百万円となりました。これは、有形固定資産の取得284百万円等に
よるものであります。  
  
③財務活動によるキャッシュ・フロー  
 財務活動の結果使用した資金は、1,987百万円となりました。これは主として、短期借入金の純減額
1,176百万円、長期借入金の返済額673百万円、配当金の支払134百万円等によるものであります。  
  
  

  

今後の見通しにつきましては、内外の景況感に緩やかな改善の兆しが見え始めたものの、再び騰勢を強
めてきた原油相場や不安定な為替相場等の影響が引続き懸念されますが、年初から推進の収益・収支改善
策の取り組みを柱に採算販売の徹底と更なるコスト削減にまい進してゆく所存であります。  
  なお、本年2月17日公表の平成21年12月期の通期業績予想につきましては、現時点では変更ございませ
ん。  
  
  

【定性的情報・財務諸表等】

1. 経営成績に関する定性的情報

2. 財政状態に関する定性的情報

3. 業績予想に関する定性的情報
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１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法  
 当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら
れるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 
  
２ たな卸資産の評価方法  
 当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高
を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。  
  
３ 固定資産の減価償却費の算定方法  
 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法
によっております。  
  
４ 経過勘定項目の算定方法  
 一部の経過勘定項目については、合理的な算定方法による概算額を計上する方法によっております。 
  
５ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  
 法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方
法によっております。繰延税金資産の回収可能性の判断については、前事業年度末以降に経営環境等、
かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前事業年度末の検討において使
用した将来の業績予想やタックスプランニングを使用しております。 
  
  

  

① 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表
に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号)に従い四半期財務諸表
を作成しております。  
  
② たな卸資産の評価基準及び評価の方法の変更  
 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として月次移動平均法による原価法によ
っておりましたが、当第1四半期会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準
第9号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主として月次移動平均法による原価法（貸借対照
表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更に伴う
営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失にあたえる影響はそれぞれ270百万円となり、すべて売上
原価に含まれております。  
  
③ リース取引に関する会計基準の適用  
 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日
（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成
19年3月30日改正））が平成20年4月1日以降開始する会計期間に係る四半期財務諸表から適用すること
ができることになったことに伴い、当第1四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売
買取引に係る会計処理によっております。また所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産の減価償却費の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。この変更に伴う営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失にあたえる影響はありません。
なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
については、引続き通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。  
  

4. その他
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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１【四半期財務諸表】 
 (1)【四半期貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第2四半期会計期間末 
(平成21年6月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,423 416

受取手形及び売掛金 3,525 4,894

商品 98 78

製品 2,342 3,609

半製品 1,931 2,702

原材料 1,377 2,724

貯蔵品 203 190

前払費用 48 82

繰延税金資産 880 207

未収入金 300 67

その他 18 31

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 12,147 15,000

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 730 743

構築物（純額） 1,032 1,082

機械及び装置（純額） 2,943 2,515

土地 9,248 9,248

建設仮勘定 471 265

その他（純額） 129 136

有形固定資産合計 14,556 13,992

無形固定資産 40 14

投資その他の資産 594 558

固定資産合計 15,191 14,565

資産合計 27,339 29,566

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,477 2,490

短期借入金 8,637 9,659

未払金 708 579

未払法人税等 4 －

預り金 413 413

賞与引当金 37 45

修繕引当金 25 175

設備関係支払手形 777 157

その他 50 24

流動負債合計 13,131 13,544
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(単位：百万円)

当第2四半期会計期間末 
(平成21年6月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年12月31日) 

固定負債   

長期借入金 2,696 3,454

退職給付引当金 253 275

再評価に係る繰延税金負債 3,490 3,490

その他 25 －

固定負債合計 6,465 7,220

負債合計 19,597 20,764

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,120 1,120

資本剰余金 14 14

利益剰余金 1,517 2,626

自己株式 △3 △3

株主資本合計 2,648 3,757

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △36 △85

土地再評価差額金 5,130 5,130

評価・換算差額等合計 5,093 5,044

純資産合計 7,742 8,801

負債純資産合計 27,339 29,566
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(2)【四半期損益計算書】 
  【第2四半期累計期間】 

(単位：百万円)

当第2四半期累計期間 
(自 平成21年1月１日 
 至 平成21年6月30日) 

売上高 10,410

売上原価 10,841

売上総損失（△） △430

販売費及び一般管理費 1,084

営業損失（△） △1,514

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 5

受取賃貸料 31

受取保険金 18

その他 18

営業外収益合計 75

営業外費用  

支払利息 131

為替差損 41

その他 30

営業外費用合計 203

経常損失（△） △1,643

特別損失  

固定資産除却損 4

特別損失合計 4

税引前四半期純損失（△） △1,647

法人税等 △673

四半期純損失（△） △973
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第2四半期累計期間 
(自 平成21年1月１日 
 至 平成21年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △1,647

減価償却費 393

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △8

修繕引当金の増減額（△は減少） △150

退職給付引当金の増減額（△は減少） △22

受取利息及び受取配当金 △5

支払利息 131

固定資産除却損 4

為替差損益（△は益） 76

売上債権の増減額（△は増加） 1,369

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,350

仕入債務の増減額（△は減少） △12

未払金の増減額（△は減少） 221

未払消費税等の増減額（△は減少） △367

その他 59

小計 3,391

利息及び配当金の受取額 5

利息の支払額 △132

法人税等の還付額 20

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,284

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形及び無形固定資産の取得による支出 △284

投資有価証券の取得による支出 △0

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △284

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,176

長期借入金の返済による支出 △673

配当金の支払額 △134

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,987

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,007

現金及び現金同等物の期首残高 416

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,423
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当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号)に従い四半期財務諸表を作成し

ております。 

  

該当事項なし 

  

該当事項なし 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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前第２四半期累計期間に係る財務諸表  

(1) （要約）前四半期損益計算書  

 
  

「参考」

前年同四半期

自 平成20年1月1日

        科  目 至 平成20年6月30日

金 額(百万円)

 Ⅰ．売  上  高 24,119

 Ⅱ．売 上 原 価 21,517

    売上総利益 2,601

 Ⅲ．販売費及び一般管理費 1,379

    営業利益 1,221

 Ⅳ．営業外収益 40

 Ⅴ．営業外費用 209

    経常利益 1,053

 Ⅵ．特別利益 4

 Ⅵ．特別損失 11

       税引前四半期純利益 1,046

     税金費用 408

     過年度法人税等 1,450

 四半期純損失 △812
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(1) （要約）前四半期キャッシュ・フロー計算書 

 前年同四半期

自 平成20年1月1日
          科      目 至 平成20年6月30日

金 額(百万円)

 Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前四半期純利益 1,046

   減価償却費 356

   修繕引当金の増減額 △ 175

      支払利息 166

   売上債権の増減額 165

   たな卸資産の増減額 △ 2,028

   仕入債務の増減額    △ 559

   その他 699

    小 計 △ 329

   利息の支払額 △ 164

   法人税等の支払額 △ 2,177

   その他 6

    営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2,664

 Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形・無形固定資産の取得による支出 △ 358

   その他 △ 46

        投資活動によるキャッシュ・フロー △ 405

 Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増額 4,514

   長期借入金の返済による支出 △ 908

      その他 △ 134

    財務活動によるキャッシュ・フロー 3,472

 Ⅳ.現金及び現金同等物の換算差額 △ 1

 Ⅴ.現金及び現金同等物の増減額 401

 Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 57

 Ⅶ.現金及び現金同等物の四半期残高 459
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